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自主防犯活動団体と定義しておこう。その団体数は 2003 年には 3,056 団体だったが，年々そ
の数は増加し，2016 年末時点では 48,160 団体にまで達している（13）。


















　物理的環境に着目した研究は，1971 年に発表された「防犯環境設計（CPTED: Crime 
地域における治安政策と自主防犯活動の相違　（中尾清香）
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　警察庁が行っている調査によれば，2016 年 12 月末時点において，埼玉県の自主防犯活動団
体数（5,984 団体）および構成員数（275,239 人）は全国 1 位となっている（31）。埼玉県では，
2004 年 7 月に犯罪機会論を念頭に「埼玉県防犯のまちづくり推進条例」を施行しているが，
これにともなって，県・県警・市町村による自主防犯活動への支援体制も同時に整っていった。
　草加市でも 2004 年 12 月に「草加市みんなで取り組む安全安心まちづくり宣言」が制定され，




















いるが，その中で当該団体は 2003 年 8 月に結成され，S市民会議の地域まちづくり事業部に
所属という形になっている。しかし，事務局以外の隊員は各町内会・自治会からの有志であり，
S市民会議の他の事業部との繋がりはあまり強くない。




もともと S市民会議という母体があったことから，事件の翌月には 3町会と 1自治会の有志
により「Sパトロール隊」が結成されている。これは草加市で初の地域住民による自立的なパ
トロール隊であり，埼玉県においても先駆的な取り組みとして注目された。
　発足当時の隊員数は 158 名であったが，2016 年 3 月末時点での隊員数は 115 名と減少して
おり，そのほとんどが高齢男性である。結成当初からの活動内容は主として週に 3～4 回行わ




治会からの一世帯あたり 100 円の徴収（約 40 万円）により年間約 70 万円で運営されている。
　当該団体の特徴について，強調したいのは次の二点である。第一に，Sパトロール隊は管轄
する県や市，警察，あるいは国のレベルで見てもかなり模範的な団体だということである。そ








　そこで筆者は 2015 年 10 月から 2016 年 10 月までの期間，当該団体に研修生として所属し，
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　さて，当該団体と行政や警察との関係性を示す例として，他にも 2016 年 4 月に開催された
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